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ふたみシーサイド公園指定管理者募集要項 

 

 

１ 指定管理者募集の目的 

  伊予市（以下「市」という。）が公の施設として設置するふたみシーサイド公園（以下

「公園」という。）について、令和３年３月 31日をもって指定管理期間が終了すること、

また、令和２年７月から公園の全面改修工事を実施することから、公園の設置目的を最

大限発揮し、かつ、最も効率的な運用が図れるよう、地方自治法（昭和 22 年法律第 67

号）第 244 条の２第３項及び伊予市ふたみシーサイド公園条例（平成 17年伊予市条例第

129 号。以下「公園条例」という。）第４条の規定により指定管理者に施設の管理を行わ

せることとする。 

指定管理者の指定に当たっては、伊予市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関

する条例（平成 17 年伊予市条例第 197 号。以下「指定手続条例」という。）第２条の規

定により広く事業者を公募し、管理運営について創意工夫のある提案を募集する。 

 

２ 施設の概要 

 （１）施設の名称  ふたみシーサイド公園 

 （２）位   置  伊予市双海町高岸甲 2326 番地他 

 （３）設 置 目 的  伊予市の特産品等の展示販売を行うとともに、道の駅としての機

能を活用し、市民及び利用者にふれあいの場を提供することによ

り、市民と来園者の交流を深め、産業の振興及び発展等を図るこ

とを目的とする。 

 （４）敷 地 面 積  １１，４１４．４５㎡   

 （５）建 物 面 積   １，６１５．０４㎡ 

 （６）施 設 内 容  ⑴ 管理室棟        （夕日のミュージアムを改修） 

            ・事務室・研修室・更衣室 

           ⑵ 産業交流センター    （なぎさの産業交流センター現状） 

            ・物産展示販売室・レストラン・イベントホール 

           ⑶ 店舗棟         （新築・現状） 

            ・店舗１・店舗２・店舗３・店舗４・店舗５ （新築） 

・加工場１・加工場２   （現状） 

⑷ 交流広場        （現状） 

⑸ 展望デッキ       （現状） 

           ⑹ イベント広場      （波のイベント広場改修） 

           ⑺ 道の駅トイレ      （新築） 

           ⑻ 船展示室        （現状） 
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           ⑼ 駐車場         （現状） 

※施設内容については、令和２年７月から施設全面改修を予定し

ており、改修後の施設名称としている。 

 （７）入 込 客 数  平成２９年５３．１万人、平成３０年４９．８万人、 

令和元年５１．４万人（愛媛県に報告している入込客数） 

          

３ 申請をすることができる者の資格等 

（１）申込資格 

   指定管理者の指定手続に申し込むことができる者は、指定の期間を通じて市内

に事業所等を置く法人もしくはその他の団体で、次の各号のいずれにも該当しな

い者とする。（現に事業所等を有していない場合は、指定管理開始期間までに市内

に事業所等を設置すること。） 

ア 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16号）第 167 条の４の第２項(同項を準用

する場合を含む。) の規定により、市における一般競争入札等の参加を制限され

ている者 

イ 地方自治法（昭和 22年法律第 67 号）第 244 条の２第 11 項の規定による指定の

取り消しを受けたことがある者 

ウ 市における指定管理者の指定の手続きにおいて、その公平な手続きを妨げた者

又は公平な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合した者 

エ 暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第 77

号)第２条第２号に規定する暴力団をいう。) 

オ 暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力団の

構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制の下にある団体 

カ 役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定めがあるものの代表者若しくは

管理人を含む。）のうちに、次の各号のいずれかに該当する者がいる団体 

（ア）指定管理者の指定を請負とみなした場合に、地方自治法第 92 条の２、第 142

条（同法第 166 条第２項において準用する場合も含む。）又は第 180 条の５第６

項の規定に抵触することとなる者 

（イ）成年被後見人又は被保佐人 

（ウ）破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

（エ）禁固以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受け

ることがなくなった日から５年を経過しない者 

（オ）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。第

32 条の３第７項及び第 32 条の 11 第１項を除く。）の規定に違反し、又は刑法（明

治 40 年法律第 45 号）第 204 条、第 206 条、第 208 条、第 208 条の２、第 222

条若しくは第 247 条若しくは暴力行為等処罰ニ関する法律（大正 15年法律第 60
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号）の罪を犯し、罰金の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の

執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者 

（カ）暴力団の構成員等 

（２）申込資格の留意事項 

ア 団体は、株式会社その他の法人、任意団体等の組織の形態を問わないが、個

人は申請資格を有さない。 

イ 公園の運営管理のため、新たに法人等を設立する場合は、申請時に設立して

いなくても、その名称等を使用して申請できることとするが、指定管理を開始

するまでには、登記事項証明書を提出しなければならない。 

 

４ 申込期間等 

（１）受付期間 

令和２年７月１日（水）から７月３０日（木）の午前８時３０分から午後５時

１５分まで（土日祝日は除く。）とする。 

（２）提出先 

〒７９９－３１９３ 伊予市米湊８２０番地 

伊予市産業建設部経済雇用戦略課 ℡ ０８９－９８２－１１２０ 

 

５ 選定の基準  

（１）指定管理者の選定 

    指定管理者の選定は、伊予市公の施設における指定管理者選定委員会（指定手

続条例施行規則（平成 17年市規則第 142 号）第５条。以下「選定委員会」という。）

において、次の基準に照らし、書類審査及びプロポーザルによる総合評価を行い、

最高得点を得た者を、公園の管理を行うに最も適当と認める団体として指定管理

者候補者に選定する。 

    なお、申請者が１者のみの場合であっても、審査は実施し、獲得した評価点の

６割以上を満たしている場合は、公園の管理を行うにふさわしい者であったと判

断し、指定管理者候補者として選定する。 

審査項目 評価項目 選  定  基  準 評点 
係

数 

配

点 

指定管理

者として

の適性 

 

指定管理と

しての認識 

市の方針、公園の設置目的等を的確に理解し、公

の施設の指定管理者となる意義や責務を認識してい

るか。また、管理運営に対する熱意を十分に持って

いるか。 

1～5 2 10 
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指定管理

者として

の適性 

管理運営実

績 

同種・類似施設の良好な管理運営実績があり、ま

た、今後もその実績を生かすことができるか。 

※同種施設は道の駅、類似施設は、物販施設、飲食

施設、その他商業施設等を示す。 

0～5 1 5 

経営基盤の

安定性 

経営が安定しており、公園の管理を継続的・安定

的に行う財務能力を有しているか。 
1～5 1 5 

公園の管

理運営に

対する基

本的な考

え方 

公園の設置

目的の達成

に向けた取

組み 

公園の設置目的や管理運営方針を十分理解してい

るか。また、それらを達成するのにふさわしい経営

理念や方針を確立しているか。 

0～5 1 5 

施設計画 

（施設構

成、施設内

容） 

 公園の設置目的や管理運営方針に見合った具体的

な施設計画の提案となっているか。 

 その施設計画にある各施設について、サービス内

容等、現実的で魅力的な提案になっているか。 

 また、市民等の交流を深め、産業の振興及び発展

を図るような施設計画内容になっているか。 

0～5 2 10 

利用者の満

足度向上 

 利用者からの相談、苦情等に迅速に対応するとと

もに、利用者ニーズをサービスの改善や向上に反映

する体制が整備されているか。 

0～5 1 5 

管理運営

体制 

組織体制 
施設の管理体制が明確に示されおり、人員体制や

配置は妥当か。 
0～5 1 5 

駅長選定 
道の駅駅長に関して、知識と経験を有した人材を

配置しているか。 
0～5 1 5 

維持管理 
清掃や警備、設備の保守点検等を含めた施設の維

持管理業務について、基本的な考えができているか。 
0～5 2 10 

テナント管

理 

テナントの募集、管理及び調整について、適切に

実施できているか。 
0～5 2 10 

地域貢献 
地元団体や企業との連携、市内からの積極的な雇

用について、具体的に提案がなされているか。 
0～5 2 10 

危機管理体

制 

事故防止及び発生した場合の対応、防犯、防災対

策や非常災害時の危機管理体制などが十分に考えら

れているか。 

0～5 1 5 
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公園にふ

さわしい

産業の振

興等の取

組み 

地域特産品

の活用 

独自の商品開発など、地域特産物の活用策につい

て、現実性が高く、市内外から集客が期待できる魅

力的な提案がなされているか。 

0～5 2 10 

情報発信 

観光情報及び地域情報等の発信方法が、適切かつ

市内外からの集客が期待できるだけでなく、伊予市

の知名度や認知度向上に寄与するものであるか。 

0～5 2 10 

集客イベン

ト 

集客イベントについて、提案が現実的かつ魅力的

な提案がなされているか。また、その提案が市内外

からの集客を期待させるものであるか。 

0～5 2 10 

収支計画

等 

収支計画 

売上・経費等の妥当性を示す積算根拠が明確に示

されており、事業収入の増大、支出の縮減など事業

的に成長が見込まれており、市の財政負担が軽減さ

れる収支計画になっているか。 

0～5 2 10 

指定管理料 
指定管理料縮減の提案がなされており、適正かつ

効果的であるか。 
0～5 1 5 

納付金 
納付金の提案がなされており、その内容と計算方

法が妥当であるか。 
0～5 1 5 

総合評価 
他施設との

差別化 

特色ある企画や自主事業など、他施設との差別化

を図り、より集客に取組む提案内容であるか。 
1～5 3 15 

合       計    150 

 

（２）選定対象の除外 

申請者が次の要件に該当する場合は、選定対象から除外する。 

ア 申請書類提出期間に所定の書類が整わなかったとき。 

イ 複数の申請を行い、又は複数の事業計画書を提出したとき。 

ウ 申請書類提出後に事業計画の内容を変更したとき。 

エ 申請書類に虚偽又は不正があったとき。 

オ 選定委員会委員に個別に接触したとき。 

カ 選定審査に関する不当な要求等を申し入れたとき。 

キ 募集要項に違反又は著しく逸脱したとき。 

ク その他不正な行為があったとき。 
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６ 管理の基準及び業務の範囲 

公園条例その他の規定に基づき指定管理業務を行わなければならない。公園を適正

に管理するうえで、必要不可欠な業務運営の基本的事項は次のとおりとする。 

（１）利用時間及び休館日 

施設の利用時間は、別表第１のとおりとする。ただし、指定管理者が必要と認

めたときは、市長の承認を得て、当該利用時間を変更することができる。 

（２）利用の許可 

ア 有料施設を利用しようとする者は、あらかじめ指定管理者の許可を受けなけれ

ばならない。 

イ 指定管理者は、有料施設の利用を許可する場合は、必要な条件を付することが

できる。 

（３）利用許可の取消し等 

指定管理者は、利用者が次の各号に該当すると認めるときは、その利用の許可

を取り消し、又は利用を制限し、若しくは停止することができる。 

ア 公園条例に違反し、又は指定管理者の指示に従わないとき。 

イ 建物又は設備を損傷又は滅失するおそれがあるとき。 

ウ 偽りその他不正な手段により利用の許可を受けたとき。 

エ 利用の許可条件に違反したとき。 

オ その他施設の管理又は運営上支障があるとき。 

（４）利用料金の設定と減免 

ア 利用料金の設定 

施設の利用料金は、公園条例で定める限度額の範囲内において指定管理者が

市長の承認を得て定めることができる。 

※公園条例は施設改修に伴い一部改正作業中であり、指定管理者による管理

運営が開始されるまでには整う予定である。一部改正の概要は別表第２の料金

表を予定しているが、確定しているものではないため、変更になる可能性があ

ることを認識のこと。 

イ 利用料金の減免 

指定管理者は、施設の設置目的に従って利用する場合で、特に必要があると

認めたときは、利用料金を減額し、又は免除することができる。 

（５）施設の情報発信及び集客・利用促進業務 

    指定管理者は、次の業務も行わなければならない。 

   ア 広告・宣伝等の情報発信 

   イ ホームページの作成・管理 

   ウ その他集客・利用促進に関する業務等 
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（６）業務の範囲等 

ア 留意事項 

（ア）指定管理者は、施設を常に良好な状態で管理し、その設置目的に応じ最も効

率的に運用しなければならない。 

（イ）地方自治法、公園条例及び伊予市個人情報保護条例（平成 17年伊予市条例第

18 号）など、業務を行うに当たり関係法令を遵守すること。 

（ウ）指定管理者が行う業務は、原則、第三者に委託し、又は請け負わせることは

できない。ただし、事前に市長の承認を受けた場合は、業務の一部を専門の事業

者に委託することができる。 

イ 指定管理者が行う業務 

（ア）公園の維持管理に関する業務 

（イ）公園の利用許可に関する業務 

（ウ）公園の運営に関する業務 

（エ）道の駅ふたみに関する業務 

（オ）恋人の聖地に関する業務 

（カ）前各号に掲げるもののほか、公園の設置目的を達成するために必要な業務 

 

７ 指定期間 

指定管理者の指定期間は、令和３年４月１日（木）から令和８年３月３１日（火）

までとする。 

 

８ 申請の方法 

（１）申請方法は、申請書等の書類を持参又は郵送とする（持参の場合は、７月３０日

午後５時１５分までに到達したものを有効とする。郵送の場合は、７月３０日必着

とする。）。 

（２）申請書等提出書類は、市が定めた所定の様式を使用すること。様式は市役所担当

課で配布、若しくは市公式ホームページ上からダウンロードすること。 

（３）提出部数は、正本１部、副本８部とする。様式サイズは日本工業規格Ａ４版、文

字ポイントは１０ポイント以上とすること。 

（４）申請に当たっての留意事項 

ア 提出期間終了後の申請書類の再提出及び差し替えは認めない。 

イ 申請者一団体につき、申請は１回のみとする。また、複数の事業計画書を提出

することはできない。 

ウ 書類審査前に書類の不足・不備の補完、内容不明点の回答、また、必要に応じ

追加資料の提出を依頼することがある。 

エ 申請書類等を提出した後に辞退するときは、辞退届を提出すること。 
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９ その他 

（１）管理運営収入 

     指定管理者は、次に掲げる各号の収入を得ることができる。 

ア 販売収入（物産展示販売室等における販売収入） 

イ 利用料金収入（有料施設の利用に係る料金：３か年平均 ２，８８２千円／年） 

ウ 共益費収入（各テナントから光熱水費とイベント等に係る協力金等） 

エ 各種事業からの収入（指定管理者が市長の承認を得て行う自主事業による収入）

（２）維持管理経費 

ア 指定管理業務に係る経費は、指定管理者の負担とし、利用者からの利用料金、

市からの指定管理料及び事業収入で賄うこととする。ただし、決算により損失が

生じた場合でも補填は行わない(維持管理費の実績については、担当課に確認する

こと。)。また、現在の指定管理者の状況は伊予市ホームページにある「第三セク

ターの情報公開」で確認できる。 

（https://www.city.iyo.lg.jp/miraidukuri/shise/shisaku/kaikaku/documents/201901futami.pdf） 

イ 前記の指定管理業務に係る経費には、浄化槽の点検、管理を含む。また、指定

管理者の負担で、産業交流センターにＡＥＤを設置すること。 

ウ 指定管理者は、自身の団体等と独立した会計帳簿類及び経理規程を設けるとと

もに、団体自身の口座とは別の口座で管理しなければならない。 

（３）指定管理料 

指定管理者が行う業務に要する費用のうち、公益的施設である道の駅トイレに

係る経費相当分を目安として、予算（年間 4,000 千円上限）の範囲内において指

定管理料を支払う。 

指定管理者は、指定管理料を指定管理期間中に縮減することを目標に収益性の

向上に努めることとする。指定管理料の縮減に向けた計画については、年度ごと

の売上目標を検討し、「収支計画書」（様式７、８）により提案すること。 

指定管理料の額及びその支払い方法については、応募者の収入計画に基づき協

議を行い、「基本協定」及び「年度協定」により定める。 

 （４）納付金の設定 

     指定管理者は、年度ごとの経営状況に応じて、一定目標額以上の利益が生じた

場合は、指定管理者からの提案をもとに、目標額超分の売上に対する歩合で、そ

の利益の一部を納付金として本市へ納付できるものとする。 

     納付金の計算方法及び金額想定については、年度ごとの売上目標を検討し、「収

支計画書」（様式７、８）により提案すること。 

     実際に納入する納付金の計算方法や納付方法については、指定管理者の提案に

基づき、本市と指定管理者が協議のうえ決定し、年度ごとに締結する年度協定書

において定めるものとする。 

https://www.city.iyo.lg.jp/miraidukuri/shise/shisaku/kaikaku/documents/201901futami.pdf
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（５）提出書類の著作権、情報公開 

ア 提出書類の著作権は、申請者に帰属する。ただし、市は指定管理者の公表等必

要な場合は、申請書類の全部又は一部を無償で使用できるものとする。 

また、申請書類は、理由の如何を問わず返却しない。 

イ 申請書類は、情報公開の請求により開示することがある。 

（６）市と指定管理者との責任分担 

本施設の管理運営に関する指定管理者と市の責任分担は、概ね次のとおりとし、

詳細は市と指定管理者とで締結する協定で定める。 

項 目 内   容 市 指定管理者 

運営の基本的考え方 施設の特色化  ○ 

条例等の改正 利用料金 ○  

施設（建物・付属施

設・機械設備・遊具・

樹木他） 

保守点検、維持管理  ○ 

安全衛生管理   ○ 

災害時における初期

対応 

待機、連絡体制確保、災害調査・

報告、応急措置 
（指示） ○ 

災害復旧 本格復旧 ○  

施設の大規模改修  ○  

修繕 小規模な修繕（１件３０万円以下）  ○ 

天災時の不可抗力 

天災等指定管理者の責に帰するこ

とができないものによる管理運営

経費の増額及び業務履行不能 

○  

利用者や第三者への

賠償 

指定管理者が行う業務の履行に関

して発生した損害（第三者に及ぼ

した損害を含む。） 

 ○ 

市の責に帰するべき理由により生

じた損害 
○  

苦情対応 受注した業務に係る苦情対応  ○ 

施設の火災保険 火災保険（共済）加入 ○  

（７）目的外使用等の取扱い 

本施設において、自動販売機や物品販売等目的外使用の許可を受けようとする

者があるときは、市長に対する申請は指定管理者が行うこととし、指定管理者は、

市の規定に基づく使用料を納入しなければならない。 

また、使用許可の期限は、指定管理期間である５年以内とする。 
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（８）施設使用の条件 

    施設改修工事は令和３年３月末には完了する予定であるが、諸事情により施設

改修工事期間が延長することも想定すること。その場合、第２項（６）の管理施

設の内容及び第９項（３）の指定管理料について、変更になる場合がある。 

産業交流センター内のレストランについては、施設改修工事が完了後において

も使用できない可能性があることを認識しておくこと。 

（９）その他 

ア 現地説明会 

令和２年６月２５日（木）午後２時から施設の現地説明会を行う（受付開始：

午後１時４０分）。参加を希望する者は、６月２３日（火）午後５時１５分まで

に連絡のうえ、指定の時間までにふたみシーサイド公園イベントホール前に集

合すること。なお、現地説明会への参加は、１団体当たり３人までとする。 

イ 質問事項及び回答 

指定管理に係る質問事項を、令和２年７月１日（水）午後５時１５分まで受

け付ける。別表第３の所定様式により、ファックス又はメールで提出すること。

様式は市公式ホームページ上からダウンロードできる。 

上記締め切り期限までに質問のあった事項については、ホームページ上で令

和２年７月３日（金）中に一斉回答する。 

※ 連絡先 

伊予市米湊８２０番地 

産業建設部経済雇用戦略課 ℡ ０８９－９８２－１１２０ 

※ 公式ホームページアドレス  http://www.city.iyo.lg.jp 

※ Ｅメールアドレス       keizaikoyou@city.iyo.lg.jp 

※ ＦＡＸ           ０８９－９８２－１７２８ 

ウ 資料の閲覧 

公園図面等の閲覧を希望する場合は、産業建設部経済雇用戦略課へ連絡し、

予約のうえ、閲覧すること。閲覧時間は、令和２年６月１０日（水）から７月

１５日(水)までの午前８時３０分から午後５時１５分まで（土日祝日は除く。）

とする。 

エ プロポーザル 

（ア）応募団体多数の場合は、申請された提出書類に基づく審査を行い、これ

により上位５団体程度を選出し、プロポーザルを実施する。プロポーザルへ

の参加依頼の有無については、全応募団体に令和２年８月４日（火）までに

通知する。 

（イ）書類審査は選定委員会で実施し、応募書類に不備がないか、応募資格・

応募条件を満たしているか、欠格事由に該当がないか等の審査を行う。 

http://www.city.iyo.lg.jp
mailto:keizaikoyou@city.iyo.lg.jp
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（ウ）プロポーザルの持ち時間は３０分、質疑応答は最大２０分とし「審査基

準」に基づき選定委員が採点・審査を行う。プロポーザルは８月１１日（火）

に実施する予定である。 

オ 指定管理者の指定 

指定管理者の指定には、市議会の議決が必要となる。候補者を指定管理者に

指定する議案を議会に上程し、議決を得ることとなる。 

市長は指定管理者を指定したときは、指定手続条例第６条の規定に基づき、

告示を行うとともに指定した団体に文書で通知する。 

カ 協定の締結 

（ア）協定の締結 

市と指定管理者は、指定管理者の指定後速やかに、市と指定管理者が締

結する協定の内容その他指定管理者が行う管理業務に必要な事項を協議し、

指定の期間を通じての管理業務を定める基本協定と年度別協定を締結する。 

（イ）協定の内容 

協定の内容は、次のとおりとする。 

ａ 指定期間に関する事項 

ｂ 事業計画に関する事項（自主事業を含む。） 

ｃ 利用料金に関する事項 

ｄ 事業報告及び業務報告に関する事項 

ｅ 指定管理料に関する事項 

ｆ 個人情報の保護に関する事項 

ｇ 指定の取り消し及び管理の業務の停止に関する事項 

ｈ その他必要となる事項 

（ウ）その他 

協定で定めた事項については、基本的に改定は行わない。ただし、特別

の事情があるときは、協議のうえ、協定を改定することができる。 

キ 業務開始前に管理の実施が困難になった場合における措置 

指定管理者の業務開始前までの期間に、候補者として選定された者又は指定

管理者（以下「指定管理者等」という。）が、次の事項のいずれかに該当した場

合は、指定管理者候補者としての決定又は指定管理者の指定を取り消すことが

ある。 

（ア）市議会において指定に係る議案が否決されたとき。 

（イ）指定管理者等が倒産し、若しくは解散したとき又は社会的に非難される事

件を起こしたとき。 

（ウ）資金事情の悪化等により、業務の履行が確実でないと認められるとき。 

（エ）指定管理者等が提出した書類に虚偽の記載があることが判明したとき。 
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（オ）正当な理由なくして協定の締結に応じないとき。 

（カ）この要項に定める申請資格を失ったとき又は申請資格がないことが判明し

たとき。 

（キ）その他指定管理者に指定することが不可能となったとき又は著しく不適当

と認められる事情が発生したとき。 

ク 指定期間満了前の取り消し 

（ア）市による指定の取り消し 

市は、次の事項のいずれかに該当すると認める場合は、指定期間満了前

に指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて業務の全部若しくは一

部の停止を命ずることができることとする。 

ａ 指定管理者が業務に際し不正行為を行ったとき。 

ｂ 指定管理者が市に対し虚偽の報告を行い、又は正当な理由なく報告等を

拒んだとき。 

ｃ 指定管理者が協定内容を履行せず、又はこれらに違反したとき。 

ｄ 自らの責に帰すべき事由により、指定管理者から協定締結の解除の申出

があったとき。 

（イ）この要項に定める申請資格を失ったとき又は申請資格がないことが判明し

たとき。 

（ウ）資金事情の悪化等より、業務の遂行が確実でないと認められるとき。 

（エ）その他市長が必要と認めるとき。 

ケ 指定期間満了前の取り消しの措置 

（ア）指定管理者の責めに帰すべき事由により、指定期間満了前に指定の取り消

しが行われた場合において、指定管理者に損害が生じても、市は賠償の責め

を負わない。また、市に生じた損害は指定管理者が賠償することとする。 

（イ）指定管理者は、管理をしなくなった当該施設又は設備を速やかに原状回復

しなければならない。 

（ウ）指定管理者は、指定期間満了前に指定の取り消しが行われた場合、その事

由の如何を問わず、次の指定管理者が円滑かつ支障なく、指定管理業務を遂

行できるよう引継ぎを行わなければならない。 

（エ）指定管理者が持ち込んだ備品等があるときは、その取扱いを市と協議する

こと。 
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別表第１ 

   施設の開館時間及び休館日 

施設名 開館時間 休館日 

管理室棟 

産業交流センター 

店舗棟 

午前８時 30分から午後 7時まで 12月30日から翌年１月３日まで

交流広場 

展望デッキ 

イベント広場 

道の駅トイレ 

船展示室 

駐車場 

終日 無休 
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別表第２ 

利用料金 

施設名 単位 利用料金（円） 

管理室棟 

 研修室 １時間 550 

産業交流センター 

 

物産展示販売室 １か月 112,090 

レストラン １か月 214,610 

イベントホール １時間 1,320 

店舗棟 

 

店舗１ １か月 51,480 

店舗２ １か月 51,480 

店舗３ １か月 25,520 

店舗４ １か月 25,520 

店舗５ １か月 58,850 

加工場１ １か月 32,010 

加工場２ １か月 11,440 

イベント広場  １時間（１㎡） 110 

交流広場  １時間（１㎡） 110 

（注） 

１ イベント広場及び交流広場について、使用面積が１平方メートル未満であるとき、

又は１平方メートル未満の端数があるときは、１平方メートルとして計算する。 

２ 使用料の額が月を単位として定められている場合において、使用又は占用の期間

が１月に満たない場合は、その月の日数に応じて日額計算により計算する。 

３ １時間未満の端数は、１時間として計算する。 


